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●香川県告示第2 5 3号 

 香川県建設工事共同企業体事務取扱要領の一部を改正する要領を次のように定める。 

  令和５年10月17日 

                                                    香川県知事  池  田  豊  人   

   香川県建設工事共同企業体事務取扱要領の一部を改正する要領 

 香川県建設工事共同企業体事務取扱要領（平成元年香川県告示第3 1 3号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

  

（契約書の作成） （契約書の作成） 

第９条 契約担当者は、特定建設工事共同企業体と作成する契約書（香川県

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成16年香川県

条例第１号）第６条第１項の規定によりその作成に代えて契約内容を記録

した電磁的記録の作成を行う場合における当該電磁的記録を含む。以下同

じ。）については、特定建設工事共同企業体の名称及びその代表者である

構成員を明記の上、構成員全員の連名で記名押印又は電子署名（電子署名

及び認証業務に関する法律（平成12年法律第1 0 2号）第２条第１項に規定

する電子署名をいう。）させるものとする。 

第９条 契約担当者は、特定建設工事共同企業体と作成する契約書について

は、特定建設工事共同企業体の名称及びその代表者である構成員を明記の

上、構成員全員の連名で記名押印させるものとする。 

２・３ 略 ２・３ 略 
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別記様式（第９条関係） 別記様式（第９条関係） 

  

 

工 事 請 負 契 約 書                

 １ 工   事   名 

 ２ 工 事 の 場 所 

 ３ 工       期      自     年   月   日 

                  至     年   月   日 
 
 ４ 請 負 代 金 額                    円 

（うち消費税及び地方消費税の額                    円） 
 
 ５ 契 約 保 証 金                       
 

 
〔建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に規定する対象建設工事の該当の有無〕 

  □ 該当する（分別解体等の方法等については、別紙のとおり） 

 □ 該当しない  

  

 上記の工事について、発注者香川県と受注者     共同企業体とは、各々の対等

な立場における合意に基づいて、香川県建設工事執行規則第26条第２項の規定に基づき

知事が定める工事請負契約約款により請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履

行するものとする。 
 受注者の各構成員は、別添特定建設工事共同企業体協定書に従い、上記の工事を共同

連帯して請け負い、その他契約上生じる債務につき発注者に対して連帯責任を負うもの

とする。 
 本契約の証として本書 通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。た

だし、電子契約サービスを利用する場合は、本契約の証として契約内容を記録した電磁

的記録を作成し、当事者同意の後電子署名を行い、各自その電磁的記録を保管するもの

とする。 

年  月  日  

 発 注 者   香 川 県             

住 所                
契約担当者職氏名        印  

受 注 者 特定建設工事共同企業体の所在地    
特定建設工事共同企業体の名称     

共同企業体        
代表者 住 所            

商号又は名称         
 代表者職氏名      印  

住 所            
商号又は名称         

       代表者職氏名      印  
 
備考 １ 請負代金額等の金額については、アラビア数字をもってインクで記入すると

ともに、頭書に￥の記号を付記すること。 
２ 「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に規定する対象建設工事の
該当の有無」については、いずれかの□に「レ」を記入し、該当する場合は、
特定建設資材に係る分別解体等に関する省令第７条に規定する事項を記載した
書面を添付すること。 

３ 電子契約サービスを利用する場合は、押印不要とする。 

工 事 請 負 契 約 書                

 １ 工 事 名 

 ２ 工事の場所 

 ３ 工   期  自     年   月   日 

          至     年   月   日 

請 負代 金額  
億 千 百 十 万 千 百 十 円 

請負代金額のう 
ち消費税及び地 
方消費税の額 

 
億 千 百 十 万 千 百 十 円 

契約保証金額  
億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 
〔建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に規定する対象建設工事の該当の有無〕 

  □ 該当する（分別解体等の方法等については、別紙のとおり） 

 □ 該当しない  

  

 上記の工事について、発注者香川県と受注者     共同企業体とは、各々の対等

な立場における合意に基づいて、香川県建設工事執行規則第26条第２項の規定に基づき

知事が定める工事請負契約約款により請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履

行するものとする。 
 受注者の各構成員は、別添特定建設工事共同企業体協定書に従い、上記の工事を共同

連帯して請け負い、その他契約上生じる債務につき発注者に対して連帯責任を負うもの

とする。 
 本契約の証として本書 通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

年  月  日   
発 注 者   香川県               

住 所                 
契約担当者職氏名        □印   

受 注 者 特定建設工事共同企業体の所在地     
特定建設工事共同企業体の名称     

共同企業体         
代表者 住 所             

商号又は名称          
代表者氏名       ◯印   
住 所             
商号又は名称          
代表者氏名       ◯印   

 
備考 １ 請負代金額等の金額欄には、アラビア数字をもってインクで記入するととも

に、頭書に￥の記号を付記すること。 
２ 「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に規定する対象建設工事の
該当の有無」については、いずれかの□に「レ」を記入し、該当する場合は、
特定建設資材に係る分別解体等に関する省令第７条に規定する事項を記載した
書面を添付すること。  



3 

  

   附 則 

 この要領は、令和６年１月１日から施行する。 


